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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第１期中及び第３期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であるた

め、記載しておりません。 

３ 第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

４ 第３期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第１期中 第２期中 第３期中 第１期 第２期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高 (百万円) 44,486 45,498 38,375 92,438 87,801 

経常利益又は経常損

失（△） 
(百万円) △782 △759 109 14 259 

中間（当期）純利益

又は中間純損失

（△） 

(百万円) △944 1,277 △476 371 317 

純資産額 (百万円) 9,397 11,414 10,184 10,815 10,768 

総資産額 (百万円) 68,942 57,445 54,462 65,219 54,877 

１株当たり純資産額 (円) 809.34 1,052.41 898.28 988.83 971.70 

１株当たり中間（当

期）純利益金額又は

中間純損失金額

（△） 

(円) △82.58 111.49 △41.37 32.45 27.65 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

(円) ― 88.49 － ― 21.96 

自己資本比率 (％) 13.6 19.9 18.7 16.6 19.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 606 △1,160 349 2,913 △763 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △2,227 10,288 △895 △503 9,339 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,146 △9,164 1,354 △6,218 △9,197 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 2,723 1,919 1,419 1,887 733 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

(名) 
2,867 

[385] 

2,179 

[470] 

2,209 

[444] 

2,708 

[360] 

2,170 

[436] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 

    ２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

    ３ 第３期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第１期中 第２期中 第３期中 第１期 第２期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

営業収益 (百万円) 379 132 126 746 249 

経常利益 (百万円) 11 23 4 20 37 

中間（当期）純利益 (百万円) 3 15 1 7 23 

資本金 (百万円) 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 

発行済株式総数 (株) 11,528,043 11,528,043 11,528,043 11,528,043 11,528,043 

純資産額 (百万円) 11,343 11,362 11,373 11,347 11,369 

総資産額 (百万円) 14,934 15,416 17,226 16,674 16,782 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 76.0 73.7 66.0 68.1 67.7 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

(名) 
53 

[3] 

8 

[0] 

11 

[0] 

50 

[3] 

12 

[0] 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの

出向者を含む従業員であります。 

    ２ 従業員数欄の[外数]は臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、季節工、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。 

４ その他（共通）として記載されている従業員数は、管理部門等の従業員であります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

(3)労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

自動車部品事業 
1,524 

[385] 

自動車用品事業 
177 

[2] 

自動車関連機器事業 
389 

[35] 

 その他（共通） 
119 

[22] 

合計 
2,209 

[444] 

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 
11 

[0] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

①概況 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油・原材料価格の上昇等があったものの企業収益は回復し設備

投資も増加、更に個人消費の堅調な推移により、緩やかながら回復基調にあります。 

一方、当社グループの業績に影響を与える自動車需要は、ガソリン価格上昇等の影響を受け、国内登録車総合

計で新車販売台数は1,740千台（前年同期比7.5％減）となりました。 

このような事業環境のもと、当中間連結会計期間の業績は、売上高38,375百万円（前年同期比15.7％減）、営

業利益30百万円（前年同期は855百万円の営業損失）、経常利益109百万円（前年同期は759百万円の経常損

失）、中間純利益△476百万円（前年同期比△1,754百万円）となりました。 

②売上高 

当中間期の売上高は38,375百万円（前年同期比15.7％減）となりました。前期に実施した北米子会社

H.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANY（以下「ハピコ」という）の解散及び国内登録車販売台数が落ち込ん

だ事による影響が売上減少の主な要因です。 

なお、事業セグメント別の売上構成は自動車部品事業49.5％、自動車用品事業22.5％、自動車関連機器事業

27.5％、その他の事業0.5％、所在地別セグメントでは、国内92.2％、北米0.1％、欧州7.7％となっています。 

③利益  

当中間期の営業利益は30百万円（前年同期は855百万円の営業損失）となりました。自動車部品事業での合理

化効果や海外子会社収益改善が利益確保に寄与しました。経常利益は営業外収益215百万円（前年同期比△250百

万円）、営業外費用136百万円（前年同期比△232百万円）を計上した結果、109百万円（前年同期は759百万円の

経常損失）となりました。営業外収益並びに営業外費用の前年比較では、前者では為替差益、後者では支払利息

のそれぞれが減少の主因となっています。営業利益、経常利益共に中間期としては、ファルテックグループ発足

３期目にして初の連結黒字を達成しました。しかしながら中間純利益に関しては、特別利益39百万円（前年同期

比△6,135百万円）、特別損失538百万円（前年同期比△5,216百万円）を計上した結果、△476百万円（前年同期

比△1,754百万円）となりました。特別損失の主なものは、（株）アルティア橋本において実施した希望退職に

伴う特別割増退職金や貸倒引当金の積み増し計上によるものです。なお前年度の特別損益には、固定資産の売却

益や子会社整理損が含まれております。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①事業の種類別セグメント 

（自動車部品事業） 

自動車部品セグメントにおいては、売上高18,988百万円（前年同期比22.1％減）、営業利益△９百万円（前年

同期は796百万円の営業損失）となりました。不採算事業であった北米子会社ハピコの解散、国内自動車販売の

低迷等の影響があり売上高は大幅に減少しましたが、2005年度に実施したリストラ効果、同期生産活動である

Hashimoto Production System活動（以下「ＨＰＳ活動」という。）による合理化効果により営業利益は大きく

改善することが出来ました。 

ＨＰＳ活動については、国内主力工場の館林工場にて実施しておりますが、グループ内他工場に活動を拡大し

ていくことでより大きな効果を挙げるように努めていきます。 

（自動車用品事業） 

自動車用品セグメントは、売上高8,642百万円（前年同期比15.6％減）、営業利益99百万円（前年同期比

56.6％減）となりました。 

国内自動車販売の低迷による自動車メーカー純正用品の売上減少の影響があり売上高・営業利益共に前年を下

回りました。カーディーラーの店舗設計やＣＩ（Corporate Identity）マニュアル等の作成をしている店舗事業

を縮小したことも売上減少の一因となっております。 

上半期には、大量生産樹脂用品として初めて北米スカライライン向けマッドガードを内製化しましたが、今後

更に内製化を促進することで価格競争力を強化し利益確保に繋げていきます。 



（自動車関連機器事業） 

自動車関連機器セグメントは、売上高10,545百万円（前年同期比2.1％減）、営業利益△58百万円（前年同期

は283百万円の営業損失）となりました。 

発電機等に使用する産業用エンジンについては、売上高を順調に伸ばしておりますが、国内自動車販売の低迷

等の影響で販売会社の設備投資が抑制され、自動車整備関連機器の売上高は減少しました。 

営業利益については、環境関連機器やＩＴ関連機器の拡販による利益確保に努めた結果、売上高減少の影響を

補い改善することが出来ました。 

下半期は競争力のある新商品投入や取扱商品の原価低減、既存納入機器のメンテナンス業務に重点を置いて取

り組むことで売上高の拡大、利益の確保に努めていきます。 

（その他の事業） 

その他の事業セグメントは、売上高197百万円（前年同期比60.2％増）、営業利益9百万円（前年同期比79.5％

減）となりました。 

その他の事業には倉庫荷役、ビル管理等のサービス事業を含めています。ニッソーサービス（株）が（株）ア

ルティア橋本の物流、商品化をサポートしており、事業領域は人材派遣業、損害保険代理店業務、オフィス管理

業務及びグループ外の業務まで広がっております。 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

②事業の所在地別セグメント 

（日本） 

国内は「自動車部品」、「自動車用品」、「自動車関連機器」の主要３事業で構成されています。売上高は

35,371百万円（前年同期比8.1％減）、営業利益は269百万円（前年同期比118.7％増）となりました。 

（北米） 

北米は、自動車用品事業のAltia Automotive Products Inc.が事業展開しております。売上高39百万円（前年

同期比99.1％減）、営業利益△62百万円（前年同期は990百万円の営業損失）となりました。なお前年には北米

子会社ハピコの業績を含んでおります。 

（欧州） 

欧州は、自動車部品事業のHASHIMOTO LIMITEDが事業展開しております。売上高は2,964百万円（前年同期比

13.6％増）、営業利益△193百万円（前年同期は282百万円の営業損失）となりました。 

(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度

末に比べ686百万円増加しました。営業活動において349百万円、財務活動において1,354百万円の資金を獲得し

ましたが、投資活動において895百万円使用したことによるものです。 

 各キャッシュフローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動におけるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前中間純損失は389百万円でしたが、減価償却費1,295百万円、賞与引当金の増加額220百万円、売

上債権の減少額834百万円等の資金増加要因と仕入債務の減少額1,173百万円等の資金減少要因があり、営業活動

におけるキャッシュフローは349百万円の獲得となりました。 

(投資活動におけるキャッシュ・フロー) 

有形・無形固定資産の売却による収入1,011百万円等がありましたが、有形・無形固定資産取得による支出

1,916百万円等があり、結果として投資活動によるキャッシュフローは895百万円の使用となりました。 

(財務活動におけるキャッシュ・フロー) 

短期借入金の純増加額で1,525百万円の資金を獲得しましたが、長期借入金の返済による支出172百万円等があ

り、財務活動におけるキャッシュフローは1,354百万円の獲得となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2)商品仕入実績 

当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、仕入価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)受注実績 

確定受注は主に納期直前であり、販売実績と重要な相違は無いため記載は省略しております。 

(4)販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  （単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業 18,892 △21.9 

自動車関連機器事業 952 △11.1 

合計 19,844 △21.5 

  （単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車用品事業 7,122 △13.8 

自動車関連機器事業 8,794 △0.1 

合計 15,916 △6.7 

  （単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業 18,988 △22.1 

自動車用品事業 8,642 △15.6 

自動車関連機器事業 10,545 △2.1 

その他 197 60.2 

合計 38,375 △15.7 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

日産自動車株式会社 17,542 38.6 14,587 38.0 



３【対処すべき課題】 

 国内自動車販売低迷等の外部環境変化の中、継続的成長を実現すべく、以下の課題に取組んでおります。 

 （1）部品事業の持続的な収益力向上 

 （2）用品事業の抜本的建直し 

 （3）子会社の体質改善 

 （4）海外への積極的な事業展開 

 また、2009年３月期中の東証一部指定を展望し、内部統制システムの一層の強化、経営基盤の更なる強化を図って

います。 

（1）部品事業の持続的な収益力向上 

部品事業の収益力は持続的に向上しています。今後もＨＰＳ活動を継続して実施すると共に、メッキ設備の本格稼

動による内製利益向上により、収益力向上を更に加速してまいります。同期生産活動については、主力工場である館

林工場でのノウハウを他工場にも水平展開し、全社の収益力向上に繋げていきます。 

（2）用品事業の抜本的建直し 

用品事業については、商品の競争力強化による着実な受注の確保を目的として事業構造を再構築中です。特に自動

車外装用の樹脂製商品については、部品事業の製造ラインを共有化し、コスト競争力ある製品を顧客に訴求しつつ、

販路拡大を図ってまいります。 

（3）子会社の体質改善 

海外子会社の収益改善及び、国内子会社の組織体制強化を図っております。海外子会社については、英国子会社

HASHIMOTO LIMITED、北米子会社Altia Automotive Products, Inc.の改善が進み赤字幅が半減する見通しです。ま

た、国内子会社については、2006年５月の会社法施行により子会社の機関設計を見直し、意思決定の迅速化を図って

おります。 

（4）海外への積極的な事業展開 

2006年６月に（株）アルティア橋本は、中国での技術提携先である敏実集団有限公司（香港証券取引所上場）の投

資子会社F.I.L.と中国浙江省嘉興市での自動車外装部品生産に係る合弁事業契約を締結しました。同年10月、両社折

半出資にて「嘉興敏橋汽車零部件有限公司」を設立し、現在2008年３月期生産開始の為の準備を進めています。 

 更に日系自動車メーカーの海外生産の拡大及びグローバル最適調達の要請に対応し、アセアン、BRICs諸国への進出

についても調査、検討中です。 



４【経営上の重要な契約等】 

 （１）合弁契約 

（注）合弁会社の概要につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等（１）中間連結財務諸表 注

記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

５【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、「時代をリードする価値ある商品・サービスを提供し、美しく豊かなクルマ社会

の実現に貢献する」ために、自動車部品及び自動車用品・自動車関連機器の事業別に以下のとおり研究開発活動に取

り組んでおります。なお、当中間連結会計期間の研究開発費は、自動車部品事業においては５億３千７百万円であ

り、自動車用品・自動車関連機器事業においては５億３千５百万円であります。 

 自動車部品事業においては、「挑戦（Challenge）」と「創造（Creative）」を２つのキーワードとして、更なる開

発期間短縮を目指すお客さまの要望に応えていくため、また地球環境保全を共に目指すため、下記開発に取り組んで

おります。 

１) 商品開発プロセス改革と開発期間短縮化 

２) 光輝化技術の深化 

３) 複合射出技術・可変技術・廉価技術の開発 

４) 中小量生産対応 

５) 地球環境保全に向けた技術開発 

 また、自動車用品・自動車関連機器事業においては、価格競争力と付加価値により商品の魅力を高め、お客さまニ

ーズを捉えた商品、車両の新機能に対応する商品、並びに環境に優しい商品を中心とし、開発期間の短縮や海外拠点

の支援に取り組んでおります。 

１) 光輝ルーフレール等の高付加価値商品の開発 

２) 市場拡大・新市場向け商品開発 

３) 環境対応商品の開発 

４) 調達先の多様化による商品競争力の向上 

５) 車両の新機能及び乗り心地に関する商品開発 

契約会社  相手方の名称 契約締結日   契約内容 

（連結子会社） 

アルティア橋本 

Forecast Industries Limited

（British Virgin Islands） 
 平成18年６月18日 

自動車外装樹脂部品の共同製造・販売会社と

して合弁会社（嘉興敏橋汽車零部件有限公

司）を設立し運営する旨の契約  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

（1）提出会社 

     該当事項はありません。 

（2）主要な国内子会社の状況 

     該当事項はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設等 

当該事項はありません。 

（２）重要な設備の除却等 

当該事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） Ａ種優先株式の内容については以下のとおりです。 

(1）剰余金の配当 

① 普通株主、又は普通登録株式質権者に先立つ剰余金の配当は行わない。 

② 参加条項 

 当会社は、普通株主又は普通登録株式質権者に対して剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株主又はＡ種優

先登録株式質権者に対して、普通株主又は普通登録株式質権者に対して支払われる１株当り剰余金と同額を支

払う。また、普通株主又は普通登録株式質権者に対して前記の配当の基準日と同じ事業年度中に設けられた基

準日により剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、普通株主又は普

通登録株式質権者に対して配当される１株当り剰余金の額と同額を支払う。Ａ種優先株主又はＡ種優先登録質

権者に対して他に支払われる配当金はない。 

(2）残余財産の分配 

① 当会社が残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、Ａ種優先株式１

株につき850円を支払う。 

② Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、前項のほか残余財産の分配を行わない。 

(3）議決権 

 Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有する。 

(4）普通株式への転換請求 

 Ａ種優先株主は、以下に定める取得を請求し得べき期間中、以下に定める取得の条件により当会社がＡ種優先

株式を取得するのと引換えに当会社普通株式を交付すること（以下「転換」という。）を請求（以下「転換請

求」という。）することができる。 

① 当初転換価額 

 当初850円とする。 

② 転換価額の修正 

 転換価額は、Ａ種優先株式発行後毎日、次のいずれか低い方の価額に修正される。 

（ⅰ） その前日の転換価額 

（ⅱ） 転換日前45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日

の終値（気配表示含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）（円位未満小数第１位まで算出し、そ

の小数第１位を切り捨てる。）から150円を控除した価額。 

③ 転換請求期間 

平成16年４月１日から平成25年12月31日まで 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 42,000,000 

Ａ種優先株式 4,000,000 

計 46,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 

（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,998,643 7,998,643 
東京証券取引所 

（市場第二部） 
― 

Ａ種優先株式 3,529,400 3,529,400 非上場・非登録 （注） 

計 11,528,043 11,528,043 ― ― 



④ 転換価額の調整 

 転換価額は、Ａ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、下記の算式（以下「転換価額調整

式」という。）により、調整される。調整後転換価額の計算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１

位を切り捨てる。 

 転換価額調整式で使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換価額とす

る。 

 転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主への割当にかかる基準日を定めた場合は当該基準日

（無償割当の場合は効力発生日）（ただし、株式の分割の場合はその基準日）（以下「株主割当日」とい

う。）、株主割当日がない場合は、調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普通

株式数（当該新規発行分は含まれない。）とする。 

 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるときは、

転換価額の調整は行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を算出する

場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの価額を差し引いた額を使用す

る。 

(a）調整前の転換価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行（無償割当を含む。以下同じ）する場合 

 転換価額は、払込期日（払込期間を定めた場合は出資の履行をした日）（無償割当の場合は効力発生日）

の翌日以降、又は株主割当日がある場合はその日の翌日以降、これを適用する。 

(b）株式分割により普通株式を発行する場合 

 調整後転換価額は、株式の分割にかかる基準日の翌日以降、これを適用する。ただし、剰余金から資本に

組み入れられることを条件としてその部分をもって株式の分割をする旨取締役会で決議をする場合におい

て、当該剰余金の資本組入れの決議をする株主総会の終結日以前の日を株式の分割のための株主割当日とす

るときは、調整後転換価額は、当該剰余金の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これ

を適用する。 

(c）調整前の転換価額を下回る価額をもって当会社の普通株式の交付と引換えに取得させることができる株式

もしくは証券又は権利行使することができる新株予約権を発行する場合 

 調整後転換価額は、その証券については発行日（無償割当の場合は効力発生日）に、又は株主割当日があ

る場合はその日に、その新株予約権については割当日（無償割当の場合はその効力発生日）に、発行される

証券が全て取得又は全ての新株予約権が行使されたものとみなし、その証券については発行日（無償割当の

場合は効力発生日）の翌日以降、又は株主割当日がある場合はその翌日以降、その新株予約権については割

当日（無償割当の場合は効力発生日）の翌日以降、これを適用する。 

(d）上記(a）から(c）各号に掲げる場合のほか、合併、資本減少又は普通株式の併合等により転換価額の調整

を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する価額に変更される。 

⑤ 転換により交付される普通株式数 

 転換により交付すべき当会社の普通株式数は次のとおりとする。ただし、転換により交付すべき普通株式の

算出にあたって１株に満たない端数はこれを切り捨てる。 

(5）普通株式への一斉転換 

 当会社は、転換請求期間中に転換請求のなかったＡ種優先株式の全てを、同期間の末日をもって取得し、これ

と引換えに、Ａ種優先株式１株につき、850円を同期間の末日における転換価額で除して得られる数の普通株式

を交付する。上記の普通株式数の算出にあたって、１株に満たない端数が生じたときは会社法第234条に従いこ

れを取り扱う。 

(6）募集株式の割当を受ける権利等 

 当会社は、Ａ種優先株主に募集株式の割当を受ける権利並びに募集新株予約権の割当を受ける権利を付与す

る。 

    
既発行普通株式数＋

新規発行普通株式数× １株当り払込金額 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
調整前の転換価額 

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数 

転換により交付すべき普通株式数 ＝ 

優先株主が転換請求のために
提出した優先株式の総数 

×850円

転換価額



(2）【新株予約権等の状況】 

会社法第236条、238条及び239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成18年６月29日定時株主総会決議 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2,500 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 当会社普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 250,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき624 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月１日 

至 平成25年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    624 

資本組入額   312 
同左 

新株予約権の行使の条件 

① 各新株予約権の一部

行使はできないもの

とする。 

② 新株予約権の譲渡、

質入れその他一切の

処分は認めない。 

③ その他の条件は、株

主総会、報酬委員会

及び取締役会の決議

に基づき、当社及び

被割当者との間で締

結する「新株予約権

割当契約」に定める

ところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡につい

ては、当社取締役会の承

認を要するものとする

他、当社と新株予約権者

との間で締結する契約に

おいて、新株予約権を譲

渡してはならないことと

定める。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成18年４月１日 

～ 

平成18年９月30日 

― 11,528,043 ― 4,000 ― 7,342 



(4）【大株主の状況】 

②Ａ種優先株主 

  （注）上記のＡ種優先株主は株主総会において議決権を有するものであります。 

   ①普通株主 平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エフビーエフ２０００， 

エル．ピー 

（常任代理人 みずほキャピタ

ルパートナーズ株式会社） 

c/o WALKERS SPV LIMITED 

P.O.Box 908GT, Walker House, 

Mary Street, George Town, 

Grand Cayman, Cayman Islands 

（東京都千代田区丸の内１丁目１-２） 

3,447,554 43.10 

エム・エイチ・インベストメン

ト株式会社 
東京都千代田区丸の内１丁目１-２ 722,900 9.04 

ファルテック従業員持株会 神奈川県川崎市幸区堀川町580 500,775 6.26 

猪狩 政臣 茨城県笠間市 200,000 2.50 

橋本 洸一 神奈川県鎌倉市 130,951 1.64 

大木 千佳子 神奈川県鎌倉市 111,021 1.39 

加藤 啓進 茨城県水戸市 64,800 0.81 

富士重工業株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目７-２ 51,909 0.65 

大木 敏弘 神奈川県三浦郡 51,066 0.64 

小室 栄 神奈川県逗子市 50,400 0.63 

計 ― 5,331,376 66.65 

エム・エイチ・キャピタル・パ

ートナーズⅡ エル・ピー 

C/O WALKERS SPV LIMITED, WALKER  

HOUSE, MARY STREET.P.O.BOX 908  

GT,GEORGE TOWN,GRAND CAYMAN,CAYMAN  

ISLANDS BRITISH WEST INDIES 

3,529,400 100.0 

計 ― 3,529,400 100.0 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１ Ａ種優先株式の内容は、「１ 株式等の状況」の「(１)株式の総数等」の「②発行済株式」の注記を参照。 

   ２ 「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の普通株式が200株（議決権２個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普 通 株 式 3,800 ― ― 

完全議決権株式（その他） 
普 通 株 式 

Ａ種優先株式  

7,961,700 

3,529,400 

普 通 株 式 

Ａ種優先株式  

79,617 

35,294 
（注１） 

単元未満株式 普 通 株 式 33,143 ― ― 

発行済株式総数 11,528,043 ― ― 

総株主の議決権 ― 
普 通 株 式 

Ａ種優先株式  

79,655 

35,294 
― 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数の 
合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ファルテック 

神奈川県川崎市幸区 

堀川町580番地 
3,800 ― 3,800 0.03 

計 ― 3,800 ― 3,800 0.03 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 829 760 610 617 597 607 

最低（円） 728 507 511 478 476 486 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついては、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついては、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

第２期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第２期中間会計期間の中間財務諸表 中央青山監査法人 

第３期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第３期中間会計期間の中間財務諸表 新日本監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   2,007   1,508   821  

２ 受取手形及び売掛
金 

※３  18,164   17,402   18,209  

３ たな卸資産   4,637   5,141   4,862  

４ その他   3,285   2,741   2,578  

   貸倒引当金   △9   △425   △192  

流動資産合計   28,085 48.9  26,369 48.4  26,280 47.9 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※１ 
※２          

(1）建物及び構築物  5,341   5,290   5,232   

(2）機械装置及び運
搬具  6,332   6,289   5,922   

(3）工具器具及び備
品  3,945   3,204   3,582   

(4）土地  8,769   8,739   8,765   

(5）その他  289 24,678  241 23,765  765 24,268  

２ 無形固定資産   754   804   759  

３ 投資その他の資産           

(1）その他  4,992   4,607   4,646   

    貸倒引当金  △1,098 3,894  △1,106 3,500  △1,105 3,541  

固定資産合計   29,327 51.0  28,070 51.6  28,569 52.1 

Ⅲ 繰延資産   32 0.1  23 0.0  28 0.0 

資産合計   57,445 100.0  54,462 100.0  54,877 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

※３  16,875   15,560   16,723  

２ 短期借入金 ※２  9,000   11,661   9,753  

３ 賞与引当金   943   772   567  

４ その他 ※３  4,871   3,459   3,704  

流動負債合計   31,691 55.2  31,454 57.8  30,748 56.0 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２  5,570   3,398   3,913  

２ 退職給付引当金   7,132   7,697   7,703  

３ 役員退職慰労引当
金   56   82   71  

４ 再評価に係る繰延
税金負債   1,367   1,362   1,367  

５ その他   212   283   305  

固定負債合計   14,339 24.9  12,823 23.5  13,360 24.4 

負債合計   46,031 80.1  44,278 81.3  44,108 80.4 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   4,000 7.0  － －  4,000 7.3 

Ⅱ 資本剰余金   2,402 4.2  － －  2,402 4.3 

Ⅲ 利益剰余金   3,869 6.7  － －  2,574 4.7 

Ⅳ 土地再評価差額金   1,643 2.8  － －  1,643 3.0 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   333 0.6  － －  177 0.3 

Ⅵ 為替換算調整勘定   △830 △1.4  － －  △26 △0.0 

Ⅶ 自己株式   △3 △0.0  － －  △3 △0.0 

資本合計   11,414 19.9  － －  10,768 19.6 

負債及び資本合計   57,445 100.0  － －  54,877 100.0 

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

 （純資産の部）                 

Ⅰ 株主資本                 

１ 資本金   － －  4,000 7.3  － － 

２ 資本剰余金   － －  2,402 4.4  － － 

３ 利益剰余金   － －  2,105 3.9  － － 

４ 自己株式   － －  △4 △0.0  － － 

 株主資本合計   － －  8,503 15.6  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                 

１ その他有価証券評価
差額金   － －  118 0.2  － － 

２ 繰延ヘッジ損益   － －  △14 △0.0  － － 

３ 土地再評価差額金   － －  1,636 3.0  － － 

４ 為替換算調整勘定   － －  △62 △0.1  － － 

 評価・換算差額等合計   － －  1,677 3.1  － － 

Ⅲ 新株予約権   － －  2 0.0  － － 

純資産合計    － －  10,184 18.7  － － 

 負債純資産合計   － －  54,462 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   45,498 100.0  38,375 100.0  87,801 100.0 

Ⅱ 売上原価   40,366 88.7  32,599 84.9  75,978 86.5 

売上総利益   5,131 11.3  5,776 15.1  11,822 13.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費           

１ 荷造運搬費  782   937   1,564   
２ 給料手当  2,272   2,256   4,404   
３ 賞与引当金繰入額  19   10   267   
４ 退職給付引当金繰
入額  222   107   423   

５ 役員退職慰労引当
金繰入額  26   14   53   

６ その他  2,662 5,986 13.2 2,419 5,745 15.0 4,957 11,670 13.3 

営業利益又は営業
損失(△)   △855 △1.9  30 0.1  152 0.2 

Ⅳ 営業外収益           
１ 受取利息  17   19   25   
２ 受取配当金  9   10   10   
３ 技術供与収入  54   97   120   
４ 為替差益  301   42   386   
５ その他  82 465 1.0 44 215 0.6 84 627 0.7 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  297   132   442   
２ その他  71 369 0.8 4 136 0.4 77 520 0.6 

経常利益又は経常
損失(△)   △759 △1.7  109 0.3  259 0.3 

Ⅵ 特別利益           
１ 固定資産売却益 ※１ 6,175   32   6,187   
２ 賞与引当金戻入益   ―   4   ―   
３ その他  ― 6,175 13.6 2 39 0.1 261 6,448 7.4 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除売却損 ※２ 54   29   437   
２ 減損損失 ※３ 1,586   8   1,515   
３ 子会社整理損 ※４ 2,691   ―   3,623   
４ 退職給付制度移行
損失 

※５ 1,147   ―   1,147   

５ 貸倒引当金繰入額   ―   234   189   
６ 特別割増退職金    ―   262   41   
７ その他  273 5,754 12.6 3 538 1.4 614 7,570 8.6 

税金等調整前中間
（当期）純損失   338 △0.7  389 △1.0  861 △0.9 

法人税、住民税及
び事業税  33   36   62   

法人税等調整額  △1,650 △1,616 △3.5 51 87 0.2 △1,242 △1,179 △1.3 

中間（当期）純利
益又は純損失(△)   1,277 2.8  △476 △1.2  317 0.4 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 
（自平成17年４月１日 
  至平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
（自平成17年４月１日 
  至平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,378  2,378 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１ 自己株式処分差益  24 24 24 24 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高   2,402  2,402 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,446  2,446 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 中間（当期）純利益  1,277  317  

２ 新規連結による増加額  ―  86  

３ 土地再評価差額金取崩による増加額  730 2,007 730 1,134 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 英国子会社の退職給付債務処理額  584 584 1,005 1,005 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   3,869  2,574 



 中間連結株主資本等変動計算書  

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高(百万円） 4,000 2,402 2,574 △3 8,973 

中間連結会計期間中の変動額      

中間純損失     △476   △476 

自己株式の取得       △0 △0 

土地再評価差額金の取崩     7   7 

株主資本以外の項目の中間連結 

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― ― △469 △0 △469 

平成18年９月30日 残高(百万円） 4,000 2,402 2,105 △4 8,503 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高(百万円） 177 ― 1,643 △26 1,795 ― 10,768 

中間連結会計期間中の変動額        

中間純損失         ―   △476 

自己株式の取得         ―   △0 

土地再評価差額金の取崩         ―   7 

株主資本以外の項目の中間連結 

会計期間中の変動額（純額） 
△59 △14 △7 △35 △117 2 △115 

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円） 
△59 △14 △7 △35 △117 2 △584 

平成18年９月30日 残高（百万円） 118 △14 1,636 △62 1,677 2 10,184 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー 

計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
１ 税金等調整前中間（当期）純損失（△）  △338 △389 △861

２ 減価償却費  1,738 1,295 3,163

３ 減損損失  3,283 8 3,285

４ 大崎新都心ビル解散損失  ― ― 200

５ 賞与引当金の増加額  451 220 49
６ 退職給付引当金の増加額(又は減少額
（△））  1,390 △40 1,515

７ 役員退職慰労引当金の増加額  12 11 21
８ 債務保証損失引当金の増加額(又は減少額
（△））  ― △38 38

９ 受取利息及び受取配当金  △26 △30 △36

10 支払利息  297 132 442

11 為替差益  △404 70 △343

12 投資有価証券売却益  ― △0 △183

13 有形・無形固定資産除売却損  53 29 438

14 有形・無形固定資産売却益  △6,173 △32 △6,187

15 特別割増退職金  ― 262 41

16 売上債権の減少額（又は増加額（△））  △15 834 △149

17 たな卸資産の減少額（又は増加額（△））  333 △180 142

18 仕入債務の減少額  △1,899 △1,173 △2,131

19 その他  538 △334 447

小計  △758 646 △107

20 利息及び配当金の受取額  21 35 31

21 利息の支払額  △416 △125 △607

22 特別割増退職金の支払額  ― △181 △41

23 法人税等の支払額  △6 △26 △37

営業活動によるキャッシュ・フロー  △1,160 349 △763

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
１ 定期預金の預入による支出  △18 △18 △37

２ 定期預金の払戻による収入  17 18 35

３ 有形・無形固定資産取得による支出  △2,520 △1,916 △5,122

４ 有形・無形固定資産売却による収入  12,850 1,011 14,097

５ 投資有価証券の取得支出  △0 △0 △0

６ 投資有価証券の売却収入  ― 0 239

７ 貸付けによる支出  ― △30 ―

８ 貸付金の回収による収入  11 33 337

９ 長期前払費用にかかる支出  △5 ― △9

10 差入保証金にかかる支出  ― ― △207

11 その他の投資にかかる支出  △76 △0 ―

12 その他の投資の回収による収入  29 1 ―

13 その他  ― 5 7

投資活動によるキャッシュ・フロー  10,288 △895 9,339

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
１ 短期借入金の純増加額 
  （又は減少額（△））  △2,638 1,525 △3,145

２ 長期借入れによる収入  50 ― 1,220

３ 長期借入金の返済による支出  △6,648 △172 △7,344

４ 自己株式の売却による収入  73 ― 73

５ 自己株式の取得による支出  △0 △0 △1

６ その他  ― 2 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー  △9,164 1,354 △9,197

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  67 △122 △254

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  （又は減少額（△））  31 686 △875

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,887 733 1,887

Ⅶ 新規連結による現金及び現金同等物増加高  ― ― 120

Ⅷ 連結除外による現金及び現金同等物減少高  ― ― △400

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  1,919 1,419 733



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）連結の範囲に関する事項 (1）連結の範囲に関する事項 (1）連結の範囲に関する事項 

①連結子会社の数 ７社 ①連結子会社の数 ７社 ①連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称 

株式会社アルティア橋本 

株式会社テクノサッシュ 

株式会社テクノモール 

オリオンテクノ株式会社 

H.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA  

COMPANY［米国］ 

HASHIMOTO LIMITED［英国］ 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS, INC.

［米国］ 

連結子会社の名称 

株式会社アルティア橋本 

株式会社テクノサッシュ 

株式会社テクノモール 

オリオンテクノ株式会社 

ニッソーサービス株式会社 

HASHIMOTO LIMITED［英国］ 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS, INC.

［米国］ 

連結子会社の名称 

株式会社アルティア橋本 

株式会社テクノサッシュ 

株式会社テクノモール 

オリオンテクノ株式会社 

ニッソーサービス株式会社 

HASHIMOTO LIMITED［英国］ 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS, INC.［米

国］ 

 前連結会計年度において連結子会社で

ありました

H.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA COMPANY

は清算中であり、重要性がなくなったた

め、連結の範囲から除いております。た

だし、損益計算書項目については連結し

ております。 

また、前連結会計年度において非連結子

会社であったニッソーサービス株式会社

は、重要性が増したことにより当連結会

計年度より連結の範囲に含めておりま

す。 

②非連結子会社名 

ニッソーサービス株式会社 

FAS CEBU CORPORATION［比国］ 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE  

MANUFACTURING［インドネシア共

和国］ 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司［中

国］ 

②非連結子会社名 

FAS CEBU CORPORATION［比国］ 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE  

MANUFACTURING［インドネシア共

和国］ 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司［中

国］ 

②非連結子会社名 

FAS CEBU CORPORATION［比国］ 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE  

MANUFACTURING［インドネシア共和

国］ 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司［中国］ 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社４社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社３社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社３社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためでありま

す。 

(2）持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社の名

称 

ニッソーサービス株式会社 

FAS CEBU CORPORATION 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE  

MANUFACTURING 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司 

(2）持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社の名

称 

FAS CEBU CORPORATION 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE  

MANUFACTURING 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司 

(2）持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社の名称 

FAS CEBU CORPORATION 

P.T. ALTIA CLASSIC AUTOMOTIVE  

MANUFACTURING 

佛山阿迪雅汽車用品有限公司 

(持分法を適用しない理由) 

 持分法非適用会社は、それぞれ中

間純損益及び利益剰余金(持分に見合

う額)等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外しており

ます。 

(持分法を適用しない理由) 

 同左 

(持分法を適用しない理由) 

 持分法非適用会社は、それぞれ当期純

損益及び利益剰余金(持分に見合う額)等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）連結子会社の中間決算日等に関する事項 

中間決算日が中間連結決算日と異なる場

合の内容等 

 H.A.PARTS PRODUCTS OF INDIANA  

COMPANY、HASHIMOTO LIMITED及び 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS, INC.の

中間決算日は、６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当たって

は同日現在の中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

(3）連結子会社の中間決算日等に関する事項 

中間決算日が中間連結決算日と異なる場

合の内容等 

 HASHIMOTO LIMITED及び 

ALTIA AUTOMOTIVE PRODUCTS, INC.の

中間決算日は、６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当たって

は同日現在の中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

(3）連結子会社の決算日等に関する事項 

連結子会社の決算期は、HASHIMOT

O LIMITED及びALTIA AUTOMOTIVE PROD

UCTS, INC.を除き、連結財務諸表提出

会社と同一であります。 

なお、HASHIMOTO LIMITED及びALTI

A AUTOMOTIVE PRODUCTS, INC.の決算

期は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては同

日現在の財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

(4）会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(4）会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(4）会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法 

（評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(ロ）デリバティブ 

時価法 

(ロ）デリバティブ 

同左 

(ロ）デリバティブ 

同左 

(ハ）たな卸資産 

商品 

主として移動平均法による原価法 

(ハ）たな卸資産 

商品 

同左 

(ハ）たな卸資産 

商品 

同左 

製品 

主として移動平均法による低価法 

製品 

同左 

製品 

同左 

仕掛品・部分品・原材料 

主として移動平均法による原価法 

仕掛品・部分品・原材料 

同左 

仕掛品・部分品・原材料 

同左 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

主として定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備は除く）に

ついては、定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。  

建物及び構築物  

７～50年 

機械装置及び運搬具  

４～12年 

工具器具及び備品  

２～10年 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

同左 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

同左 

無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えるため、

将来の支給見込額のうち、当中間連

結会計期間負担額を計上しておりま

す。 

(ロ）賞与引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備えるため、

将来の支給見込額のうち、当連結会

計年度負担額を計上しております。 

(ハ）退職給付引当金 

従業員及び業務執行責任者の退職金

の支給に備えるため設定しておりま

す。従業員部分については、従業員

の退職給付に備えるため、当中間連

結会計期間末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

会計基準変更時差異（3,534百万

円）については、主として15年によ

る按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。 

また、業務執行責任者部分について

は、業務執行責任者の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額を計上し

ております。  

(会計方針の変更） 

連結子会社であHASHIMOTO LIMITED

は当中間連結会計期間より英国の退

職給付債務に係る新しい会計基準を

適用しております。この結果、会計

基準変更時差異を利益剰余金より直

接減額したことにより、利益剰余金

は584百万円減少しております。 

なお、従来の方法によった場合と比

較して営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響は

軽微であります。 

(ハ）退職給付引当金 

従業員及び業務執行責任者の退職金

の支給に備えるため設定しておりま

す。従業員部分については、従業員

の退職給付に備えるため、当中間連

結会計期間末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

会計基準変更時差異（3,534百万

円）については、主として15年によ

る按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。 

また、業務執行責任者部分について

は、業務執行責任者の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額を計上し

ております。 

(ハ）退職給付引当金 

従業員及び業務執行責任者の退職金

の支給に備えるため設定しておりま

す。従業員部分については、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

会計基準変更時差異（3,534百万円）

については、主として15年による按

分額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。なお、英国の連結子会社につい

ては当連結会計年度における発生額

を連結剰余金計算書に利益剰余金の

増減額として計上しております。 

また、業務執行責任者部分について

は、業務執行責任者の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計上してお

ります。 

（会計方針の変更） 

連結子会社であるHASHIMOTO LIMITED

は当連結会計年度より英国の退職給

付債務に係る新しい会計基準を適用

しております。この結果、会計基準

変更時差異及び数理計算上の差異を

利益剰余金から直接減額したことに

より、利益剰余金は1,005百万円減少

しました。なお、従来の方法によっ

た場合と比較して営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益に与

える影響は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与える影響

は当該箇所に記載しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(ニ）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間連結会計期間

末要支給額を計上しております。 

(ニ）役員退職慰労引当金 

同左 

(ニ）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく連結会計年度末要

支給額を計上しております。 

     ――――― 

  

      ――――― 

  

(ホ）債務保証損失引当金  

 債務保証等に係る損失に備えるた

め、被保証先の財務状態を勘案し、

個別に必要と認められる額を計上し

ております。 

④ 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

④ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

④ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑤ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

⑤ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

⑤ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

金利スワップ及び金利キャップ 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同左 

・ヘッジ対象 

借入金 

・ヘッジ対象 

同左 

・ヘッジ対象 

同左 

(ハ）ヘッジ方針 

将来の金利の変動によるリスクを回

避するために行っております。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、継続して金

利の変動による影響を相殺又は一定

の範囲に限定する効果が明らかに見

込まれるため、ヘッジの有効性の判

定は省略しております。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

⑥ その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

⑥ その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 同左 

⑥ その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 同左 

(5）中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資であります。 

(5）中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより税金等

調整前中間純損失は3,283百万円増加してお

ります。 

しかしながら該当資産は当中間連結会計期

間に売却しており、減損処理をしなかった場

合は同額の売却損を計上する事になることか

ら、実質的には損益に影響を与えておりませ

ん。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税金等調整

前当期純損失は3,209百万円増加しておりま

す。 

しかしながら該当資産は当連結会計年度に

売却しており、減損処理をしなかった場合は

同額の売却損を計上する事になることから、

実質的には損益に影響を与えておりません。 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等）  

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は10,196百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

  

  

  

  

  

  

  

（ストック・オプション等に関する会計基準

等） 

 当中間連結会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企業会計

基準第８号 平成17年12月27日）及び「スト

ック・オプション等に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第11号 平成

18年５月31日）を適用しております。 

 これにより営業利益及び経常利益がそれぞ

れ２百万円減少し、税金等調整前中間純損失

は２百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

  

  

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

58,043百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      57,371百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

      56,222百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

下記の資産を、下記債務金額の担保に

供しております。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

下記の資産を、下記債務金額の担保に

供しております。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

下記の資産を、下記債務金額の担保に

供しております。 

担保提供資産（百万円） 

工場財団  

土地 3,324 

建物 633 

機械及び装置 1,755 

合計 5,713 

債務金額（百万円） 

短期借入金 296 

長期借入金 2,738 

一年以内に返済予定の長
期借入金 

764 

担保提供資産（百万円） 

工場財団  

土地 3,324 

建物 676 

機械及び装置 2,206 

合計 6,208 

債務金額（百万円） 

長期借入金 2,285 

一年以内に返済予定の長
期借入金 

1,701 

担保提供資産（百万円） 

工場財団  

土地 3,324 

建物 607 

機械及び装置 1,723 

合計 5,654 

債務金額（百万円） 

長期借入金 2,471 

一年以内に返済予定の長
期借入金 

1,405 

なお、このほか下記資産を下記債務金

額の担保に供しております。 

なお、このほか下記資産を下記債務金

額の担保に供しております。 

なお、このほか下記資産を下記債務金

額の担保に供しております。 

担保提供資産（百万円） 

土地 2,843 

建物 1,566 

合計 4,409 

債務金額（百万円） 

短期借入金 24 

長期借入金 1,943 

一年以内に返済予定の長
期借入金 

731 

担保提供資産（百万円） 

土地 3,268 

建物 1,456 

合計 4,725 

債務金額（百万円） 

短期借入金 1,459 

長期借入金 750 

一年以内に返済予定の長
期借入金 

776 

担保提供資産（百万円） 

土地 2,843 

建物 1,506 

合計 4,349 

債務金額（百万円） 

短期借入金 934 

長期借入金 1,201 

一年以内に返済予定の長
期借入金 

705 

上記の土地のうち1,060百万円、建物

のうち771百万円は、財団抵当の共同

担保に供しております。 

上記の土地のうち1,060百万円、建物

のうち715百万円は、財団抵当の共同

担保に供しております。 

上記の土地のうち1,060百万円、建物

のうち741百万円は、財団抵当の共同

担保に供しております。 

  ※３    ――――――   ※３ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決済処

理をしております。なお、当中間連結会計

期間の末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満期手形が

中間連結会計期間末残高に含まれておりま

す。 

  ※３    ――――――   

  

  

  

受取手形 183百万円

支払手形 1,333百万円

設備支払手形 181百万円

  

  

 



前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

４ 偶発債務 

保証債務 

４ 偶発債務 

保証債務 

４ 偶発債務 

保証債務 

  

保証先 種類 
金額 
(百万円) 

三井不動産
㈱ 

債務保証に対
する再保証 

1,259 

静和工業㈱ 銀行借入金 35 

従業員 

自動車ローン
及び社員貸付
金規定による
銀行借入保証 

11 

合計 1,306 

  

保証先 種類 
金額 
(百万円)

従業員 

自動車ローン
及び社員貸付
金規定による
銀行借入保証 

9 

合計 9 

  

保証先 種類 
金額 
(百万円)

従業員 

自動車ローン
及び社員貸付
金規定による
銀行借入保証 

12 

合計 12 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳 

土地 4,879百万円

建物及び構築物他 1,295百万円

合計 6,175百万円

土地      7百万円

借地権     24百万円

合計     32百万円

土地 4,879百万円

建物及び構築物他 1,307百万円

合計  6,187百万円

※２ 固定資産除売却損の内訳 

固定資産売却損 

※２ 固定資産除売却損の内訳 

固定資産売却損 

※２ 固定資産除売却損の内訳 

固定資産売却損 

機械装置及び運搬具 1百万円 機械装置及び運搬具  2百万円

土地   3百万円

合計     5百万円

機械装置及び運搬具  3百万円

固定資産除却損 固定資産除却損 固定資産除却損 

建物及び構築物 2百万円

機械装置及び運搬具 15百万円

工具器具及び備品 0百万円

無形固定資産 

（ソフトウェア） 
24百万円

その他 11百万円

合計 53百万円

機械装置及び運搬具   9百万円

工具器具及び備品  4百万円

その他   9百万円

合計   23百万円

建物及び構築物   37百万円

機械装置及び運搬具    216百万円

工具器具及び備品    128百万円

無形固定資産 

（ソフトウェア） 
  24百万円

その他  28百万円

合計    434百万円

※３ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社

グループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

※３ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社

グループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

※３ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社

グループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 
金額 
(百万円) 

旧本社 
土地 
建物 

横浜市 
戸塚区 

1,586 

H.A.PAR 
TS PROD 
UCTS OF 
INDIANA 
COMPANY 

土地 
建物他 

米国 1,696 

用途 種類 場所 
金額 
(百万円)

 ALTI
A AUTOM
OTIVE P
RODUCT
S,INC. 

器具備
品 

米国 8 

用途 種類 場所 
金額 
(百万円)

旧本社 
土地 
建物 

横浜市 
戸塚区 

1,515 

H.A.PAR
TS PROD
UCTS OF
INDIANA
COMPANY

土地 
建物他 

米国 1,693 

当社グループは資産を自動車部品事

業について工場毎に、自動車用品事業

その他については、支店毎にグルーピ

ングしております。 

旧本社については、新本社への本社

機能移転に伴い売却が決まり遊休資産

となりましたので、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、その減少額を減損

損失として特別損失に計上しました。 

北米子会社H.A.PARTS PRODUCTS OF  

INDIANA COMPANYについても、生産停

止を決めましたので、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、その減少額を

「子会社整理損」として特別損失に計

上しております。 

回収可能価額は、ともにその正味売

却価額により測定しており、売却契約

価額により評価しております。 

当社グループは資産を自動車部品事

業について工場毎に、自動車用品事業

その他については、支店毎にグルーピ

ングしております。 

北米子会社ALTIA AUTOMOTIVE PRODU

CTS,INC.につきましては、業績の低迷

が続いており収益による回収が困難と

判断されるため、有形固定資産の帳簿

価額を全額減損処理しました。 

  

当社グループは資産を自動車部品事

業について工場毎に、自動車用品事業

その他については、支店毎にグルーピ

ングしております。 

旧本社については、新本社への本社

機能移転に伴い売却が決まり遊休資産

となりましたので、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、その減少額を減損

損失として特別損失に計上しました。 

北米子会社H.A.PARTS PRODUCTS OF  

INDIANA COMPANYについても、生産停

止を決めましたので、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、その減少額を

「子会社整理損」として特別損失に計

上しております。 

回収可能価額は、ともにその正味売

却価額により測定しており、売却契約

価額により評価しております。 

※４ 子会社整理損 

北米子会社H.A.PARTS PRODUCTS OF  

INDIANA COMPANYの生産停止に伴う損

失を計上しております。 

※４      ――――― 

  

※４ 子会社整理損 

北米子会社H.A.PARTS PRODUCTS OF  

INDIANA COMPANYの生産停止に伴う損

失を計上しております。 

減損損失 1,696百万円 

その他撤退費用 995百万円 

合計    2,691百万円 

 減損損失     1,693百万円 

他撤退費用等    1,070百万円 

為替換算調整勘

定他  

 859百万円 

合計    3,623百万円 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※５ 退職給付制度移行損失 

当社の子会社である株式会社アルテ

ィア橋本が加入している日産プリンス

連合厚生年金基金は平成17年９月１日

に代行部分の過去分返上の認可を受

け、全国日産自動車販売企業年金基金

に移行しました。 

それに伴う退職給付引当金の増加額

を特別損失に計上しております。 

※５      ――――― 

  

  

※５ 退職給付制度移行損失 

当社の子会社である株式会社アルテ

ィア橋本が加入している日産プリンス

連合厚生年金基金は平成17年９月１日

に代行部分の過去分返上の認可を受

け、全国日産自動車販売企業年金基金

に移行しました。 

それに伴う退職給付引当金の増加額

を特別損失に計上しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９年30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 ３．配当に関する事項 

      該当する事項はありません。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普 通 株 式 7,998,643 － － 7,998,643 

Ａ種優先株式 3,529,400 － － 3,529,400 

合計 11,528,043 － － 11,528,043 

自己株式     

普 通 株 式（注） 3,576 295 － 3,871 

合計 3,576 295 － 3,871 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
普通株式 467 250 467 250 2 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,007百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△87百万円

現金及び現金同等物 1,919百万円

現金及び預金勘定    1,508百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
   △89百万円

現金及び現金同等物    1,419百万円

現金及び預金勘定      821百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△88百万円

現金及び現金同等物      733百万円



（リース取引関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

 

中間期末

残高相当

額 

(百万円) 

建物及び 

構築物 
 19 15 3

機械装置 

及び運搬具 
 164 121 43

工具器具 

及び備品 
 1,017 414 602

無形固定 

資産（ソフ

トウェア） 

 433 290 143

合計  1,635 842 793

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

 

中間期末

残高相当

額 

(百万円) 

建物及び構

築物 
 － － －

機械装置及

び運搬具 
 162 122 39

工具器具 

及び備品 
 1,992 854 1,137

無形固定資

産（ソフト

ウェア） 

 252 196 56

合計  2,407 1,173 1,234

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

 

期末残高

相当額 

(百万円) 

建物及び 

構築物 
 19 17 1

機械装置 

及び運搬具
 164 132 32

工具器具 

及び備品 
 1,369 638 730

無形固定 

資産（ソフ

トウェア）

 326 237 89

合計  1,880 1,025 854

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

②未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 469百万円

１年超 352百万円

合計 822百万円

１年以内 820百万円

１年超 429百万円

合計 1,249百万円

１年以内 589百万円

１年超   287百万円

合計 877百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 209百万円

減価償却費相当額 193百万円

支払利息相当額 11百万円

支払リース料   387百万円

減価償却費相当額   368百万円

支払利息相当額 10百万円

支払リース料    512百万円

減価償却費相当額    482百万円

支払利息相当額   23百万円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  

１年以内 19百万円

１年超 50百万円

合計 70百万円

未経過リース料  

１年以内 130百万円

１年超 154百万円

合計 284百万円

未経過リース料  

１年以内   58百万円

１年超   123百万円

合計    182百万円

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券    

① 株式 269 733 464 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 269 733 464 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

① 非上場株式 366 

② 割引金融債 19 

計 386 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券    

① 株式 214 390 176 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

計 214 390 176 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

① 非上場株式 140 

② 割引金融債 19 

計 160 



前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため記載すべきものはありません。 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

 デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため記載すべきものはありません。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

その他有価証券    

① 株式 213 489 275 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

計 213 489 275 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

① 非上場株式 166 

② 割引金融債 19 

計 185 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

金利 金利キャップ 5 0 △5 



（ストック・オプション等関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  １．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

    販売費及び一般管理費  ２百万円 

  ２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社及び当子会社の取締役、執行役、及び使用人計22名  

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 250,000株 

付与日 平成18年７月26日  

権利確定条件 

①付与対象者各自との間で取り交わされた「新株予約権割当

契約書」に定めるコミットメント及びターゲットの達成 

②付与日（平成18年７月26日）以降、権利確定日(平成20年

７月26日）まで継続して勤務していること 

対象勤務期間 ２年間 (自平成18年7月26日 至平成20年７月26日） 

権利行使期間 平成20年７月27日から平成25年６月30日まで  

権利行使価格（円） 624 

付与日における公正な評価単価（円） 84 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 （注）１．事業区分の方法及び各事業の主な商品又は製品の名称 

(1）事業区分の方法 

商品又は製品の種類別区分によっております。 

(2）各事業の主な商品又は製品の名称 

① 自動車部品事業………樹脂部品等 

② 自動車用品事業………カーアクセサリー類等 

③ 自動車関連機器事業…自動車整備用機械工具、自動車生産用機器等 

④ その他の事業…………不動産賃貸業等 

２．会計処理方法の変更 

連結子会社であるHASHIMOTO LIMITEDは当中間連結会計期間より英国の退職給付債務に係る新しい会計基準

を適用しております。この変更による自動車部品事業の営業利益に与える影響は軽微であります。  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

自動車部品
事業 

（百万円） 

自動車用品
事業 

（百万円）

自動車関連
機器事業 
（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
24,360 10,242 10,772 123 45,498 ― 45,498 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― ― ― 132 132 (132) ― 

計 24,360 10,242 10,772 255 45,630 (132) 45,498 

営業費用 25,156 10,014 11,055 210 46,437 (84) 46,353 

営業利益又は営業損失(△) △796 228 △283 44 △807 (48) △855 



 （注）１．事業区分の方法及び各事業の主な商品又は製品の名称 

(1）事業区分の方法 

商品又は製品の種類別区分によっております。 

(2）各事業の主な商品又は製品の名称 

① 自動車部品事業………樹脂部品等 

② 自動車用品事業………カーアクセサリー類等 

③ 自動車関連機器事業…自動車整備用機械工具、自動車生産用機器等 

④ その他の事業…………不動産賃貸業、倉庫荷役、ビル管理業等 

    ２．会計方針の変更（当中間連結会計期間） 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストック・

オプション等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適用して

おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「その

他の事業」が２百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

自動車部品
事業 

（百万円） 

自動車用品
事業 

（百万円）

自動車関連
機器事業 
（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
18,988 8,642 10,545 197 38,375 ― 38,375 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― 3 ― 237 241 (241) ― 

計 18,988 8,646 10,545 435 38,616 (241) 38,375 

営業費用 18,998 8,547 10,603 426 38,576 (231) 38,344 

営業利益又は営業損失(△) △9 99 △58 9 40 (9) 30 



 （注）１．事業区分の方法及び各事業の主な商品又は製品の名称 

(1）事業区分の方法 

商品又は製品の種類別区分によっております。 

(2）各事業の主な商品又は製品の名称 

① 自動車部品事業………樹脂部品等 

② 自動車用品事業………カーアクセサリー類等 

③ 自動車関連機器事業…自動車整備用機械工具、自動車生産用機器等 

④ その他の事業…………不動産賃貸業、倉庫荷役、ビル管理業等 

２．会計処理方法の変更 

連結子会社であるHASHIMOTO LIMITEDは当連結会計年度より英国の退職給付債務に係る新しい会計基準を適

用しております。この変更による自動車部品事業の営業利益に与える影響は軽微であります。  

 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

自動車部品
事業 

（百万円） 

自動車用品
事業 

（百万円）

自動車関連
機器事業 
（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高 
45,447 20,510 21,540 302 87,801 ― 87,801 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― 13 ― 801 815 (815) ― 

計 45,447 20,524 21,540 1,104 88,617 (815) 87,801 

営業費用 46,055 19,706 21,645 1,023 88,431 (782) 87,649 

営業利益又は営業損失(△) △607 817 △104 80 185 (32) 152 



【所在地別セグメント情報】 

 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法 

国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………アメリカ 

② 欧州……………イギリス 

２．会計処理方法の変更 

連結子会社であるHASHIMOTO LIMITEDは当中間連結会計期間より英国の退職給付債務に係る新しい会計基準

を適用しております。この変更による欧州の営業利益に与える影響は軽微であります。  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

日本 
（百万円） 

北米 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上

高 
38,505 4,382 2,609 45,498 ― 45,498 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
621 ― ― 621 (621) ― 

計 39,127 4,382 2,609 46,119 (621) 45,498 

営業費用 39,004 5,372 2,892 47,269 (916) 46,353 

営業利益又は営業損失(△) 123 △990 △282 △1,149 294 △855 



 （注）１ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法 

国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………アメリカ 

② 欧州……………イギリス 

    ２ 会計方針の変更（当中間連結会計期間） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適用

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計期間における営業費用は「日

本」が２百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

日本 
（百万円） 

北米 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上

高 
35,371 39 2,964 38,375 ― 38,375 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
285 ― ― 285 (285) ― 

計 35,657 39 2,964 38,661 (285) 38,375 

営業費用 35,387 102 3,158 38,647 (303) 38,344 

営業利益又は営業損失(△) 269 △62 △193 13 17 30 



 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法 

国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………アメリカ 

② 欧州……………イギリス 

２．会計処理方法の変更 

連結子会社であるHASHIMOTO LIMITEDは当連結会計年度より英国の退職給付債務に係る新しい会計基準を適

用しております。この変更による欧州の営業利益に与える影響は軽微であります。  

 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

日本 
（百万円） 

北米 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上

高 
77,719 4,875 5,206 87,801 ― 87,801 

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
868 51 0 919 (919) ― 

計 78,587 4,927 5,206 88,721 (919) 87,801 

営業費用 77,032 5,995 5,653 88,681 (1,031) 87,649 

営業利益又は営業損失(△) 1,555 △1,068 △447 40 112 152 



【海外売上高】 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………アメリカ 

② 欧州……………イギリス、ドイツ、スペイン、フランス、ポルトガル 

③ その他の地域…台湾、メキシコ、インドネシア他 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………アメリカ 

② 欧州……………イギリス、ドイツ、スペイン、フランス、ポルトガル 

③ その他の地域…台湾、メキシコ、インドネシア他 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 北米……………アメリカ 

② 欧州……………イギリス、ドイツ、スペイン、フランス、ポルトガル 

③ その他の地域…台湾、メキシコ、インドネシア他 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,987 2,699 943 7,630 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― ― 45,498 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
8.8 5.9 2.1 16.8 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 223 3,026 540 3,791 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― ― 38,375 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
0.6 7.9 1.4 9.8 

 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,788 5,363 1,241 11,393 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― ― 87,801 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
5.5 6.1 1.4 13.0 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期）純利益の算定上の

基礎 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,052.41円

１株当たり中間純利益 111.49円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 
88.49円

１株当たり純資産額   898.28円

１株当たり中間純損失    41.37円

１株当たり純資産額   971.70円

１株当たり当期純利益    27.65円

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
21.96円

１株当たり純資産額については、

期末純資産額から「中間連結会計期

間末優先株式数×850円」を控除した

金額を中間連結会計期間末発行済普

通株式数（「自己株式」を除く）で

除して計算しております。 

なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

はあるものの、1株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。  

１株当たり純資産額については、

期末純資産額から「期末優先株式数

×850円」を控除した金額を期末発行

済普通株式数（「自己株式」を除

く）で除して計算しております。 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益 

又は中間純損失（△）金額 
   

中間（当期）純利益 

又は中間純損失（△）（百万円） 
1,277 △476 317 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式及び普通株式と同等の株式に

係る中間（当期）純利益又は中間純損

失（△）（百万円） 

1,277 △476 317 

普通株式及び普通株式と同等の株式の

期中平均株式数の種類別の内訳（株） 
   

普通株式 7,930,019 7,994,918 7,960,204 

Ａ種優先株式 3,529,400 3,529,400 3,529,400 

普通株式及び普通株式と同等の株式に

係る期中平均株式数（株） 
11,459,419 11,524,318 11,489,604 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期）

純利益金額 
   

中間(当期)純利益調整額（百万円） ― ― ― 

普通株式増加数（株） 2,978,170 ― 2,978,170 

 

Ａ種優先株式について

は、期首転換価額を基

に計算しております。 

  

Ａ種優先株式について

は、期首転換価額を基

に計算しております。 

 



 （注）１株当たり純資産額算定上の基礎は以下のとおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

新株予約権の数(個) 

4,670 

詳細については、第４

提出会社の状況１株式

等の状況（２）新株予

約権等の状況に記載の

とおりであります。 

新株予約権の数(個) 

2,500 

平成18年６月29日定時

株主総会決議に基づく

ストックオプションで

あります。 

詳細については、第４

提出会社の状況１株式

等の状況（２）新株予

約権等の状況に記載の

とおりであります。 

新株予約権の数(個) 

4,670 

平成17年６月29日定時

株主総会決議に基づく

ストックオプションで

あります。 

詳細については、第４

提出会社の状況１株式

等の状況（２）新株予

約権等の状況に記載の

とおりであります。 

 前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円）  － 10,184  － 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
 － 3,002  － 

（うち少数株主持分） （－） － （－） 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額（百万円） 
 － 7,181  － 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末（期末）の普通株式の数（千

株） 

－ 7,994  － 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

――――― ――――― 連結子会社の退職金制度の改定につ

いて 

国内連結子会社である株式会社アル

ティア橋本は平成18年４月１日より

退職金制度を改定しており、同日を

もって適格退職年金制度を廃止、全

国日産自動車販売企業年金基金を脱

退し、新たに確定給付企業年金法に

よる規約型確定給付企業年金制度に

移行、キャッシュバランスプランを

採用するとともにポイント制を導入

し給付水準の見直しを行なっており

ます。 

 これらの改定により、退職給付会

計における退職給付債務額が1,010

百万円減少し、同額の過去勤務債務

が発生しております。なお、過去勤

務債務は、発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の10年による定額法に

より按分した額を費用減額処理する

こととしております。 

―――――   連結子会社の中国における合弁会社

設立について 

 連結子会社である株式会社アルテ

ィア橋本は、中国での自動車市場が

拡大する中、グローバルな自動車部

品市場でのコスト競争力・開発力を

向上させ、自動車メーカーのニーズ

に十分応えるために、本年10月、中

国での技術提携先である敏実集団有

限公司の投資会社

Forecast Industries Limitedとの間

において、自動車外装部品の製造販

売を目的とした合弁会社を設立しま

した。  

会社名 嘉興敏橋汽車零部件有限公司 

事業内容  自動車外装樹脂部品の製造販

売  

立地  中華人民共和国秀州工業区  

資本金 ８百万米ドル  

出資比率  株式会社アルティア橋本 50% 

Forecast Industries 

Limited                 50% 

生産開始予定 平成20年３月 

 ―――――  

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

       ――――――   連結子会社の固定資産の売却に

ついて 

 連結子会社である株式会社テクノ

モールはグループ内の生産体制の見

直しと経営効率化の一環として、同

社綾瀬工場（神奈川県綾瀬市）の土

地建物を譲渡することを、本年10月

26日同社経営会議にて決定、株式会

社アルティア橋本の機関決定を経

て、同11月13日売買契約を締結しま

した。 

 譲渡先  城南建設株式会社 

 譲渡価格 320百万円 

 譲渡時期 平成19年３月予定 

当社連結業績への影響は約100百万

円の売却益を特別利益に計上する見

込みであります。(ただし、現時点

での見込みであり、変動する可能性

があります。） 

  

       ―――――― 

       ――――――   連結子会社の固定資産の売却に

ついて 

 連結子会社である株式会社テクノ

サッシュはグループ内の生産体制の

見直しと経営効率化の一環として、

同社本社工場（神奈川県横浜市戸塚

区）の土地建物を譲渡することを、

本年11月27日同社経営会議にて決

定、株式会社アルティア橋本の機関

決定を経て、同12月13日売買契約を

締結しました。 

 譲渡先  日本綜合地所株式会社 

 譲渡価格 620百万円 

 譲渡時期 平成19年３月予定 

当社連結業績への影響は約300百万

円の売却益を特別利益に計上する見

込みであります。(ただし、現時点

での見込みであり、変動する可能性

があります。） 

       ―――――― 

   
   



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  14   18   18   

２ 短期貸付金  3,994   5,311   4,834   

３ その他  17   23   18   

流動資産合計   4,025 26.1  5,353 31.1  4,871 29.0 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１ 0   0   0   

２ 無形固定資産  1   1   1   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券  11,342   11,342   11,342   

(2）長期貸付金  ―   480   520   

(3）その他  13   25   18   

計  11,355   11,847   11,880   

固定資産合計   11,357 73.7  11,849 68.8  11,882 70.8 

Ⅲ 繰延資産   32 0.2  23 0.1  28 0.2 

資産合計   15,416 100.0  17,226 100.0  16,782 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 短期借入金  3,974   5,190   4,720   

２ 一年以内に返済予
定の長期借入金  －   80   80   

３ その他 ※２ 47   43   46   

流動負債合計   4,021 26.1  5,313 30.9  4,846 28.9 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金  ―   480   520   

２ 役員退職慰労引当
金  32   59   45   

固定負債合計   32 0.2  539 3.1  565 3.4 

負債合計   4,053 26.3  5,853 34.0  5,412 32.3 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   4,000 25.9  － －  4,000 23.8 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  7,342   －   7,342   

資本剰余金合計   7,342 47.6  － －  7,342 43.7 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 中間（当期）未処
分利益  23   －   31   

利益剰余金合計   23 0.2  － －  31 0.2 

Ⅳ 自己株式   △3 △0.0  － －  △3 △0.0 

資本合計   11,362 73.7  － －  11,369 67.7 

負債資本合計   15,416 100.0  － －  16,782 100.0 

（純資産の部）                 

 Ⅰ 株主資本                 

 １ 資本金   － －  4,000 23.2  － － 

 ２ 資本剰余金                 

 (１)資本準備金  －     7,342    －     

 資本剰余金合計   － －  7,342 42.6  － － 

 ３ 利益剰余金                 

 (１)その他利益剰余
金                

   繰越利益剰余金  －     32     －     

 利益剰余金合計   － －  32 0.2  － － 

 ４ 自己株式   － －  △4 △0.0  － － 

 株主資本合計   － －  11,370 66.0  － － 

Ⅱ 新株予約権    － －  2 0.0  － － 

 純資産合計   － －  11,373 66.0  － － 

 負債純資産合計   － －  17,226 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益           

経営管理料  132     106     195     

金融手数料   ― 132 100.0 19 126 100.0 53 249 100.0 

Ⅱ 営業費用           

一般管理費  101 101 76.7 117 117 93.3 198 198 79.5 

営業利益   30 23.3  8 6.7  51 20.5 

Ⅲ 営業外収益 ※１  29 22.6  23 18.4  46 18.8 

Ⅳ 営業外費用 ※２  37 28.2  27 21.8  60 24.2 

経常利益   23 17.7  4 3.3  37 15.1 

Ⅴ 特別損失   0 0.5  ― ―  0 0.3 

税引前中間（当
期）純利益   22 17.2  4 3.3  37 14.8 

法人税、住民税及
び事業税  8   8   20   

法人税等調整額  △1 6 5.2 △6 2 2.2 △6 13 5.4 

中間（当期）純利
益   15 12.0  1 1.1  23 9.4 

前期繰越利益   7   ―   7  

中間（当期）未処
分利益   23   ―   31  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本 
準備金 

資本剰余金 
合計 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

4,000 7,342 7,342 31 31 △3 11,369 

中間会計期間中の変動額        

中間純利益       1 1   1 

自己株式の取得           △0 △0 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

              

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

― ― ― 1 1 △0 1 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

4,000 7,342 7,342 32 32 △4 11,370 

 新株予約権 純資産合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

― 11,369 

中間会計期間中の変動額   

中間純利益   1 

自己株式の取得   △0 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

2 2 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

2 3 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

2 11,373 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

同左 

２ 固定資産の減価償却方法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。 

主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

 器具及び備品       ５年 

２ 固定資産の減価償却方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間会計期間末要支

給額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）役員退職慰労引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

４ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 

４ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

同左 

４ その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

(1）消費税等の会計処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等）  

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は11,370百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  

  

  

  

  

（ストック・オプション等に関する会計基準

等） 

 当中間会計期間より、「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業会計基準

第８号 平成17年12月27日）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18

年５月31日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前

中間純利益がそれぞれ２百万円減少しており

ます。 

  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

      (注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

0百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 0百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

0百万円 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債のその他に含めて表

示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２      ―――――  

 ３ 偶発債務 

保証債務 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

 ３ 偶発債務 

保証債務 

保証先 種類 
金額 
(百万円) 

㈱テクノサッシュ 銀行借入金 48 

合計 48 

保証先 種類 
金額 
(百万円)

㈱テクノサッシュ 銀行借入金 38 

合計 38 

保証先 種類 
金額 
(百万円)

㈱テクノサッシュ 銀行借入金 43 

合計 43 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

貸付金利息 29百万円 貸付金利息   22百万円 貸付金利息   46百万円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 31百万円

創立費償却 4百万円

支払利息   22百万円

創立費償却  4百万円

支払利息   47百万円

創立費償却  9百万円

 ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額  ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 0百万円

無形固定資産 0百万円

有形固定資産  0百万円

無形固定資産  0百万円

有形固定資産  0百万円

無形固定資産  0百万円

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 3,576 295 ― 3,871 

合計 3,576 295 ― 3,871 



（リース取引関係） 

該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末(平成18年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 半期報告書の 

訂正報告書 

 （第２期中）   自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日 

 平成18年５月31日 

関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券報告書 

及びその添付資料 

 事業年度 

（第２期） 

  自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日 

 平成18年６月30日 

関東財務局長に提出。 

(3) 臨時報告書  証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の

開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２

の規定（新株予約権の発行）に基づくもの 

 平成18年８月２日 

関東財務局長に提出。 

(4) 半期報告書の 

訂正報告書 

 （第２期中）   自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日 

 平成18年12月22日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２１日

株 式 会 社 フ ァ ル テ ッ ク 

取  締  役  会   御  中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファルテッ

クの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ファルテック及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の

減損に係る会計基準を適用した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 服 部 和 生  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 寬 治  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘  

      



独立監査人の中間監査報告書 

 平成１８年１２月２１日 

株式会社 ファルテック 
取締役会 御中 

 

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 恒敏 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 種村  隆 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ファルテックの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。  

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。  

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ファルテック及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

  

以 上 

  

（※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２１日

株 式 会 社 フ ァ ル テ ッ ク 

取  締  役  会   御  中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファルテッ

クの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ファルテックの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 服 部 和 生  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村 寬 治  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 口 和 弘  

      



独立監査人の中間監査報告書 

 平成１８年１２月２１日 

株式会社 ファルテック 
取締役会 御中 

 

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 原田 恒敏 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 種村  隆 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ファルテックの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３期事業年度の中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ファルテックの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

（※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が保管しております。 
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